
 所有権留保車両の導入時の注意 

   年度内に車両代金の全額が販売業者へ支払われており、当該車種の補助
金額以上に申請者が車両代金を負担していれば補助額の全額を受けとるこ
とができます（車両代金の負担とは、頭金及びローンの月々の支払いによ
る車両代金の支払いを指し、頭金に車両の下取代金は含めません）。年度
内に当該車種の補助額を超える額を申請者が負担しなかった場合は、年度
内に申請者が負担した額を補助額の上限額とします。 

所有権留保車両が補助を受けるには、次の条件を満たす必要がありま
す。 

・車検証上の「使用者」が申請者であること 

・車両代金全額が年度内に支払われていること【例１，２】 

・申請者が補助額以上の代金の支払いをしていること【例３】 

【例１】 

申請者Ａがローン会社Ｂのローンを利用して、車両代金（車両価格）300 万

円の車両を購入。年度末までに 150 万円はＡが支払い、残り 150 万円をＢが支

払った。 

→ 補助対象 

  （Ａあて及びＢあての領収書により車両代金全額の支払いが確認できる）   

 

【例２】 

申請者Ａは自動車販売会社Ｃに車両代金 300 万円の車両を分割払いで購入。

年度内に 150 万円を支払った。 

→ 補助対象外 

（支払いが一部未完了で、車両代金全額分の領収書写しを提出できない） 
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手数料、諸経費等

消費
税

（オプション・付属品含む）

車両価格（300万円）

申請者Ａによる支払い
（150万円）

ローン会社Ｂによる立替払い
（150万円）

車両代金全額分（300万円）支払い済み

手数料、諸経費等

利子
消費
税

（オプション・付属品含む）

車両価格（300万円）

申請者Ａによる支払い
（150万円）

年度末までの未払い分
（150万円）

車両代金300万円のうち
150万円の支払い

この部分が未払いのため
補助対象とならない



【例３】 

申請者Ａがローン会社Ｂのローンを利用して、車両代金 300 万円の車両を購

入。年度末までにＡが 30 万円を支払い、残り 270 万円をＢが支払った。ただ

し、この時の補助申請額は 40 万円であった。 

→ 補助額が 30万円に減額 

    （申請者Ａが支払った額 30 万円が、補助申請額 40 万円に満たないため。） 

     

 

 

（オプション・付属品含む）

車両価格（300万円）

利子
消費
税

車両代金全額分（300万円）支払い済み 手数料、諸経費等

補助申請額４０万円

申請者Ａによる支払い

（30万円）
ローン会社Ｂによる立替払い

（270万円）


